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新規・拡充事業

①事 業 名 一般・産業廃棄物・バイオマスの複合処理・再資源化プロジェクト

②主管課及び関 （主管課）研究開発局 海洋地球課 地球・環境科学技術推進室（室長：松尾浩道）
係課（課長名）

③上位施策目標 施策目標４－４ 環境分野の研究開発の重点的推進

達成目標４－４－７ 「持続型経済社会」の実現に向けて，都市・地域から排出され
る廃棄物・バイオマスを無害化処理と再資源化（原料化・燃料
化）に関する技術開発を行うとともに，その実用化と普及を目
指して，要素技術，影響・安全性評価及び経済・社会システム
設計に関する研究開発を産学官の連携・協力により行う。

④事業の概要 都市・地域から排出される廃棄物の無害化処理と再資源化を図るとともに，その実用化
と普及を促進するための要素技術及び経済・社会システム設計に関する研究開発

⑤予算額及び 平成１６年度概算要求額：５００百万円（１５年度予算額 ４５０百万円）
事業開始年度 事業開始年度：平成１５年度

⑥必要性 （１）事業の必要性
２１世紀を迎え「持続型経済社会」の早期実現が喫緊の課題となっている。持続的な

経済社会の発展を確保するためには，都市ごみや産業廃棄物・バイオマス等を再資源化
する３Ｒ技術の研究開発とともに，実用化と普及を図るための安全性評価，物流システ
ム，経済性・実現性評価，社会的合意形成等の社会システム設計が大きな課題となって
いる。こうした課題に対応するためには，本プロジェクトのような，要素技術開発と実
用化・普及のための社会システム設計が一体となった研究開発プロジェクトを実施する
ことが必要である。

（２）国の方針との適合性
京都議定書の批准やヨハネスブルグ・サミットの開催等を背景として 「持続可能な，

開発」の実現に資する研究開発の推進が一層重要となっている。科学技術基本計画にお
いて「資源の有効利用と廃棄物等の発生抑制を行いつつ資源循環を図る循環型社会を実
現する技術」等の推進に重点を置くことが指摘されているほか 「経済財政運営と構造，
改革に関する基本方針２００３」における新重点４分野として「循環型社会の構築・地
球環境問題への対応」が指摘されており，本プロジェクトを実施することにより，環境
対策・資源循環技術開発の分野に，大学・研究機関の研究資源を横断的・集約的に動員
することが必要である。

（３）公益性と国関与の必要性
環境分野の科学技術は国の政策と密接に関わるものであり，科学技術基本計画におい

て「環境対策自体は経済的な付加価値を評価しにくいものであるため，国は，環境対策
が経済社会に適切に組み込まれるよう，基盤技術開発や環境対策の制度設計等を行う」
ことが指摘されているとおり，国として，本プロジェクトのような政策追求型の研究開
発プロジェクトを実施することにより，科学技術と政策との交流機能の強化を図ること
が必要である。

（４ 「モデル事業」に伴う拡充）
本プロジェクトについては 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」，

「 」 。「 」 ，に基づく モデル事業 として提案している モデル事業 としての政策目標として
多種多様なバイオマス・廃棄物原料に対応した処理・再資源化技術の確立と，エネルギ
ー変換効率を従来方式と比べて約１．７倍の向上を図ることとしており，この目標達成
を確保するため，実証プラントによる実証実験の拡充・強化による増額を要求するもの
である。

⑦効率性 本プロジェクトによる研究開発を通じて，廃棄物を処理・再資源化し生成品を市場に供
給することにより，新たなエネルギー資源と利益を生み出す産業・市場を創出する。研
究開発の成果の実用化･普及により，再資源化された生成ガスを発電利用する場合の直
接的経済効果として年間約５，０００億円，また，中長期的な効果として，二酸化炭素
等の温室効果ガス排出削減への寄与，廃棄物処理に伴う社会コストの低減，脱化石燃料
経済への構造改革への寄与等が期待される。

⑧ 達成効果の把 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会地球環境科学技術委員会において研究成果
有 握の仕方 の評価を行う等により検証する。
（ ）検証の手順
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効
得ようとする 廃棄物・バイオマス処理・再資源化実証プラントを開発して実証実験を行うことによ

性 効果の達成見 り，多種多様な廃棄物・バイオマス原料に対応した処理・再資源化技術を確立するとと
込みの判断根 もに，再資源化エネルギー変換効率を従来方式と比べて約１．７倍の向上（発電利用の
拠 判断基準 場合）を図り，処理・再資源化能力の向上と最適なシステム構築を目指す。（ ）

「 」 ，⑨公平性，優先 経済活性化のための研究開発プロジェクト リーディングプロジェクト の一環として
性 大学のシーズを核として，産業界の技術力の活用，実用化まで見通した目標設定，研究

計画等の策定段階から産業界の参加を得るなど，産業界の明確な役割と貢献を念頭に置
いてプロジェクトを形成した。

⑩得ようとする ・廃棄物から高効率にエネルギー及び資源を回収するガス化 達成年度
効果及び達成 高効率変換技術等のプロセス技術の開発
年度 ・生態系・人体への影響評価のための試験法・分析法，省力 平成１９年度

化・自動化安全性評価手法・措置の開発
・廃棄物の効率的な収集のための物流システムの開発
・実用化と普及を実現する全体システム設計の開発

⑪備 考 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会において，外部専門家による事前評価を
平成１４年９月と平成１５年３月の２回にわたり行い，本事業の実施について，次世代
の産業基盤構築に見通しを与えるものであること，またバイオマス・廃棄物処理を中心
にした循環型地域システム構築の実効性を検証する研究開発として有意義であると評価
された。

平成１６年度から１８年度にかけて実施する廃棄物・バイオマス処理・再資源化実証
プラントを利用した実証実験部分を中心に「モデル事業」として提案している。

「第２期科学技術基本計画」
（平成１３年３月 閣議決定）

「分野別推進戦略」
（平成１３年９月 総合科学技術会議）

「持続型経済社会の実現に向けた科学技術の今後の在り方について」
（平成１４年７月 持続型経済社会の実現に向けた科学技術の今後の在り方に関する懇談
会）

「バイオマス・ニッポン総合戦略」
（平成１４年１２月 閣議決定）

「地球環境科学技術に関する研究開発の推進方策について」
（平成１５年５月 科学技術・学術審議会研究計画・評価分科会）

「平成１６年度の科学技術に関する予算，人材等の資源配分の方針」
（平成１５年６月 総合科学技術会議）

「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」
（平成１５年６月 閣議決定）

残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ＰＯＰｓ条約）
（平成１４年８月）

持続可能な開発に関する世界首脳会議（ヨハネスブルグ・サミット）実施計画
（平成１４年９月）
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低温ガス化炉を一例として望ましい
廃棄物処理システムを提案

物流について実用化レベルでの
システムを提案

最適処理技術の先進事例として
低温ガス化技術を確立

廃棄物処理にバイオ技術の活用に
より、簡便な安全評価手法を開発

経済発展と環境保全の両立した｢持続型経済社会｣の実現

廃棄物･バイオマスの処理や物流等に係る新規産業創出による市場･雇用の創出

温室効果ガス削減と脱化石燃料経済への構造改革に対する寄与

廃棄物･バイオマス再資源化技術の実用化･
普及のための全体システムを設計

実施機関：東京工業大学、東京大学工学部、
東京大学生産技術研究所、
清水建設(株)、NTT東日本(株) 等

廃棄物･バイオマスから高効率にエネル
ギー･資源を回収するプロセス技術を開発

実施機関：東京農工大学、東京大学工学部、
群馬大学工学部、(株)荏原製作所

廃棄物･バイオマスの処理に伴う副生成物の
影響･安全性評価システムを開発

実施機関：岡山大学環境理工学部/農学部、
理化学研究所植物科学研究センター、
産業技術総合研究所、(株)関西総合環境センター

ガスタービン発電
水素、メタノール生成等

廃棄物･バイオマス
低温ガス化炉実証プラント

廃棄物･バイオマス
物流システム

副生成物

灰、排ガス、浸出水等

地域ケーススタディ
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